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決　算　額

2・1・4-1

＜事業成果＞

多摩３市男女共同参画推進
共同研究会講演会の様子

千円

男女共同参画シンポジウムの様子

１　「フィンランド流　自分らしく生きるヒント～暮らし方、働き方、子育て～」
　をテーマにした講演会や団体展示を実施し、男女共同参画について
　周知を図った。
２　情報誌「かたらい」を発行し男女共同参画に関する情報を発信すること
　で、男女共同参画について周知を図った。
３　「ひとりひとりのワーク・ライフ・バランス」をテーマに、第１部では講演を
　、第２部ではパネルディスカッションを開催し、男女共同参画社会基本
　法及び市の男女共同参画に係る施策について周知を図った。
４　「これから働く人、いま働いている人へ　楽しく生きるための、仕事との
　付き合い方」をテーマとした講演会を実施し、男女共同参画及びワーク
　・ライフ・バランスについて周知を図った。
５　女性総合相談を実施し、生活を営む中で直面している悩みや問題等
　について、情報の提供・適切な助言により、方向が見出せるよう援助し
　た。
６　育児や介護等で仕事を退職し、再就職を希望している女性を対象に
　再就職を支援する講座を開催した。
７　「新成人のみなさんへ」と題した冊子を、企画政策課、保険年金課、
　経済課、選挙管理委員会の共同で発行し、男女平等都市宣言等につ
　いての周知を図った。
８　男女平等意識の高揚を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に
　係る会議等に参加する市民に参加費用の一部を補助する「国内研修事
　業参加補助金」を交付した。
９　「女性に対する暴力をなくす運動」に合わせ、ＤＶ防止普及啓発のため
　のパネル展を開催した。

　　詳細については、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「企画政策
　課」を参照

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

企画政策課 ＜事業内容＞
男女平等意識の育成に
要する経費

 男女平等意識の育成のため、以下の事業を行う。
１　第３２回こがねいパレットの開催
２　情報誌「かたらい」第４８号・第４９号の発行
３　男女共同参画シンポジウムの開催
４　多摩３市男女共同参画推進共同研究会講演会の開催
５　女性総合相談事業の実施
６　再就職支援講座の開催
７　男女平等都市宣言普及啓発冊子の発行
８　国内研修事業参加補助金の交付
９　ＤＶ防止普及啓発パネル展の開催

－ 25 －



決　算　額

2・1・8-1

企画政策課関係経費
2・1・8-7（1）

2・1・8-9

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　平成３０年１０月よりふるさと納税についてお礼品を導入したことにより、
例年数件であった寄附件数が、平成３０年度は６７１件、寄附額は１２，６５
７，９４７円と大幅増となった。

＜事業成果＞

　市制施行６０周年記念事業として、小金井市歌・小金井市民愛唱歌を制
定

　市制施行６０周年記念事業として、平成３０年１０月１日に小金井市歌・小
金井市民愛唱歌を制定・告示した。
　市歌「光さす野辺」　　　　　作詞／林　望　　作曲／信長　貴富
　市民愛唱歌「夢みる町」　　作詞／林　望　　作曲／深見　麻悠子

１　市民意向調査実施
２　データブック作成

ふるさと納税に要する経
費

千円

＜事業内容＞
寄附金の募集強化のため、お礼品を導入

＜事業成果＞
１　第５次基本構想・前期基本計画策定に当たり、多くの市民の意見を取
　り入れるため、市民意向調査を行った。
２　同じく、第５次基本構想・前期基本計画策定に当たり、現状分析となる
　データブックを作成した。

市制施行６０周年記念事
業に要する経費

＜事業内容＞

＜事業内容＞

千円

１　男女平等に係る諸課題を審議するため、男女平等推進審議会を４回
　開催した。
２　男女平等基本条例に基づく苦情処理窓口並びに苦情又は相談を適
　切かつ迅速に処理するため苦情処理委員２人を設置した。
３　配偶者からの暴力の防止及び被害者の一時保護を図るため、その活
　動を行う民間の緊急一時保護施設に運営費の一部を補助する「緊急一
　時保護施設運営費補助金」を交付した。

　　詳細については、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「企画政
　策課」を参照

企画・調整に要する経費 ＜事業内容＞

千円

行動計画の推進に要する
経費

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　男女平等社会の実現を目指し、行動計画を総合的かつ計画的に推進
するため、以下の事業を行う。
１　男女平等推進審議会の開催
２　苦情処理窓口及び男女平等苦情処理委員の設置
３　緊急一時保護施設運営費補助金の交付

2・1・4-2

－ 26 －



決　算　額

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

広報秘書課 ＜事業内容＞
広報活動に要する経費
2・1・3-1

千円

　１　市報「こがねい」発行
　　　市報「こがねい」を発行、全戸配布（小金井市シルバー人材セン
    ターに委託）することにより、行政情報から生活情報まで広く情報
　　を提供した。市報をホームページでも見られるようにするため、ＰＤ
　　Ｆ版を作成した。また、スマートフォン等で市報が見られるようにす
　　るため、閲覧用のアプリケーションを利用し、情報を提供した。
　２　声の広報
　　　市報を朗読しデイジーＣＤとＣＤに収録した「声の広報」を、送付
　　希望のあった視覚障がい者（１～６級）の方に送ることにより、聴覚
　　による情報提供を行った。また、ＣＤ版の提供開始に伴い、平成３０
　　年１２月に改めて市内の視覚障がい者に通知を送付した。
　　　市ホームページにも音声データを掲載し、送付対象者以外にも
　　音声データを提供した。
　３　広報掲示板
　　　市内９０か所に設置した広報掲示板にポスター等を掲示すること
　　により、市政情報を地域に提供した。
　４　「市勢要覧２０１８」作成
　　　市制施行６０周年記念式典で、無償で頒布。また、平成３０年１０
　　月９日より希望者に有償（１部４００円）で頒布。

平成３０年度「声の広報」送付実績
対象人数 22人（平成30年度末現在）
送付回数 24回（原則、発行ごとに送付）

延べ送付本数 デイジーCD216枚、CD966枚

平成３０年度広報掲示板整備実績
修繕２基

　平成３０年度市報「こがねい」発行・配布実績、広報掲示板利用状況及
び印刷物配布実績は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「広報
秘書課」を参照

　 市政に対する市民の理解と協力の下に、市民とともに歩む市政を
推進するため、広報活動を行う。主に、市報「こがねい」の発行、視覚
障がい者（１～６級）の方を対象とした「声の広報」の提供、市及び関係
機関の主催する行事等の広報掲示板への掲示等を行う。併せて、市
制施行６０周年を記念して、市の概要や行事、歴史・文化などをまとめ
た「市勢要覧２０１８」を３，０００部作成する。

－ 27 －



決　算　額

事　業　名
款・項・目-事業番号

１　各種相談業務
２　庁内案内業務
３　「市政だより」の発行、「町会長・自治会長連絡会」の開催
４　「市民と市長の座談会」の開催
５　「市民の声」投書箱の設置、受付
６　「市長へのファクス」「市長へのＥメール」の受付
７　市民掲示板の整備

＜事業成果＞

＜事業内容＞

事業内容及び成果

広聴・相談に要する経費
2・１・3-2

千円

１　平成３０年度相談件数は「平成３０年度事務報告書」内事務実績の
　「広報秘書課」を参照
２　平成３０年度実績数は「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「広
　報秘書課」を参照
３　「市政だより」に市からのお知らせや官公署からの連絡事項を掲載し、
　町会・自治会を通して地域住民に広く周知できた。「町会長・自治会長
　連絡会」の開催により、町会・自治会からの意見・要望等を聴くことがで
　きた。
４　市政に対して市民がどのような施策を望み、どのような意見を持ってい
　るか、市長が市民と直接対話し、市政に反映させることができた。
５　市民の意見・要望・苦情等を把握し、市政に反映できた。
６　ファクス、Ｅメールを利用することにより、２４時間いつでも「市民の声」を
　受け付けることができた。
７　市民が自由に使用できる市民掲示板を整備し、市民の自由な意見交
　流と日常生活の利便に役立てた。

　　３～７の詳細については、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の
　「広報秘書課」を参照

－ 28 －



決　算　額

　詳細については、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書
課」を参照

＜事業成果＞
１　平和や基本的人権の理解を深めるための講演会を開催し、日常生
　活を通して平和や基本的人権などを考え認識を新たにする機会となっ
　た。
２　非核平和映画会、原爆写真パネル展などの催しを実施し、「非核平
　和都市宣言」の趣旨を広く市民に知らせることができた。また「平和行
　事」参加の旅では広島市の原爆死没者慰霊式及び平和祈念式に市
　民７人を派遣し、核兵器廃絶と平和の尊さについて認識を深め「非
　核平和都市宣言」の意義を高めることができた。
３　戦争の記憶を風化させず後世に伝え、未来に平和を引き継いでいく
　ため、平成２６年度に制定した小金井平和の日条例に基づき、記念行
　事を開催し、市制施行６０周年記念事業として、これまでの記念行事等
　で発表した戦争体験談及び平和作文等をまとめて記念冊子として配布
　したことで平和意識の高揚を図ることができた。

小金井平和の日記念行事

事　業　名
款・項・目-事業番号

平和推進事業に要する
経費

＜事業内容＞

2・1・3-3

千円

１　平和講演会
２　非核平和事業
３　小金井平和の日記念行事

事業内容及び成果

－ 29 －



決　算　額

１　平成３０年１０月７日に小金井 宮地楽器ホールにおいて、市制施行６０
　周年記念式典を実施した。
　  ○参加者数　６３１人　　○被表彰者数　４４５人
２　市制施行６０周年記念式典で、名誉市民に名誉市民証と記念品の贈
　呈式を実施した。
３　市制施行６０周年記念式典で、初上映を行った。上映後、同日に
　youtubeにて公開を開始した。

１　市制施行６０周年記念式典を実施する。
　　昭和３３年に市制施行して以来６０周年目を迎え、市の興隆伸展を祝う
　とともに、今後の市政発展に資することを目的として、各分野で市政に貢
　献した市民及び団体に対し、その功績をたたえ表彰状等の授与を行う。
２　市制施行６０周年を機会に、市民又は市に縁故の深い方で、公共の
　福祉を増進し、学術、技芸その他広く社会文化の興隆に寄与し、その
　功績が特に顕著で、市民が尊敬に値する方に対して、市議会の同意
　を得て、小金井市名誉市民の称号を贈り、顕彰する。
３　市制施行６０周年を記念して、「歴史・文化編」「自然・環境編」「賑わ
　い・産業編」「ダイジェスト版」の４本に、観光大使である映画監督の深
　田晃司さんからの講評を加え計５本のプロモーションビデオを作成する。

2・1・8-7

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

市制施行６０周年記念事
業に要する経費

＜事業内容＞

千円

市制施行６０周年記念式典

　被表彰者数内訳及び選定された名誉市民については、「平成３０年度事
務報告書」内事務実績の「広報秘書課」を参照

－ 30 －



決　算　額

＜事業成果＞

千円

　ファイリングシステムの再構築を、総務課、道路管理課、庶務課、生涯学
習課、議会事務局の５課において先行実施した。

１　実施期間　平成３０年８月から平成３１年３月まで
２　取組内容　会合８回、巡回指導３回
３　保管文書量（執務室内）の変化　５９６．６９ｆｍ→３５３．０５ｆｍ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※単位：ｆｍ（ファイルメーター）
４　削減率　４０．８％

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

総務課 ＜事業内容＞
文書事務に要する経費
2・1・2-4

　新庁舎への移転に向け、文書量の削減を進め、もって効率的で適正な
文書管理を可能とするため、ファイリングシステムの再構築を行う。

－ 31 －



決　算　額

防犯効果を高めるため、以下の事業を実施する。
１　青色防犯パトロール事業
２　こがねい安全・安心メール配信
３　自主防犯活動団体に防犯資機材支給
４　こがねいし安全・安心あいさつ運動
５　小金井市安全・安心まちづくり協議会
６　市民防犯講習会
７　防犯設備整備事業補助

６　市民防犯講習会を開催した。

事業内容及び成果

地域安全課 ＜事業内容＞
安全・安心まちづくり対策
に要する経費
2・1・1-13

　　平成３０年度こがねい安全・安心メール配信状況は、「平成３０年度
　事務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照
３　市内で自主防犯活動を行う団体に防犯資機材を支給した。
　　平成３０年度防犯資機材支給状況及び内訳は、「平成３０年度事務報
　告書」内事務実績の「地域安全課」を参照
４　子どもの安全確保方策として、こがねいし安全・安心あいさつ運動を

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞
１　青色回転灯装備車両による市内パトロールを行った。
　　平成３０年度青色回転灯装備車両によるパトロール状況は、「平成
　３０年度事務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照
２　メール配信登録者にメールを配信した。

８　小金井市空家等対策協議会

千円

　推進し、チラシやのぼり旗、推進月間ポスター等を作成しての広報活動
　を行った。
５　防犯施策推進のため小金井市安全・安心まちづくり協議会を開催し
  た。
　　平成３０年度小金井市安全・安心まちづくり協議会は、「平成３０年度事
　務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

　　平成３０年度市民防犯講習会は、「平成３０年度事務報告書」内事務実
　績の「地域安全課」を参照
７　地域団体が行う防犯カメラを設置する事業に対し、補助金を交付した。
　　平成３０年度補助金交付　防犯カメラ設置台数１台
8　小金井市空家等対策協議会を４回開催し、小金井市空家等対策計画
　を作成した。

－ 32 －



決　算　額

9・1・2-1

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞
　消火栓等の新設や補修を行い、消防水利の充実・強化を図った。

　平成３０年度消防水利は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「地
域安全課」を参照

＜事業内容＞

　消火活動・災害防止活動を円滑に進めるための当該施設の維持管理事
業を実施する。

事業内容及び成果

消防施設維持管理に要
する経費

＜事業内容＞

　消防団の活動等に要する経費を負担する。

千円

＜事業成果＞

消防団活動に要する経
費

１　消防団活動用に装備を購入し、消防力の増強を図った。
　購入物品・購入備品
新 型 防 火 衣 一 式 13式 消 火 ホ ー ス 10本
携帯型消防救急デジタル受令機 10台
２　消防用可搬ポンプの性能点検を実施した。
３　武蔵小金井駅南口交通広場にて、消防団出初式を行い、団員の
　士気高揚・市民の防火意識の向上等を図った。

平成３１年小金井市消防団出初式（武蔵小金井駅南口交通広場）

　平成３０年度消防団員出動状況、消防団関係行事は、「平成３０年度事
務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

9・1・2-2

千円

－ 33 －



決　算　額

購入備品

購入備蓄品

３　聴覚障がい者用筆談器を各避難所に１個ずつ導入した。
４　被災者生活再建支援システムを導入し、災害時の被災者対応に備え
　た。
５　備蓄用発電機の保守点検を実施した。
６　震災対策用井戸修理費補助金を交付し、市内の震災対策用井戸の維
　持に努めた。
７　市民の自発的な防災組織である自主防災組織に、防災対策を推進
　するための補助金を交付し、自主防災組織の育成・援助に務めた。

１　震災対策用として、応急資機材の充実・増強を図った。

間 仕 切 り 13セット マ ン ホ ー ル ト イ レ 10基
２　災害応急体制の充実を図るため、生活必需品や食糧などの主要救
　助物資の充実・増強を図った。

ビスケット・ライスクッキー 8,512食 ア ル フ ァ ー 米

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

1台

災害対策に要する経費
9・1・3-1 　災害対策の策定、災害予防、応急復旧、避難体制の確保、備蓄品の充

実等を実施する。
千円

炊 飯 器 1台

80本
毛 布 100枚 非 常 用 保 存 水 7,260リットル

投 光 器 2台
発 電 機 1台 給 水 タ ン ク

灯 油 缶 120リットル オ ム ツ （ 子 ど も 用 ）

調 製 粉 乳 80缶 粉 末 消 火 器

　平成３０年度自主防災組織補助金支給額は、「平成３０年度事務報告
書」内事務実績の「地域安全課」を参照

簡易トイレ便袋セット 1,500回分 ガ ソ リ ン 缶
16,273枚

18,100食

哺 乳 び ん 300本 哺 乳 び ん 用 乳 首 75個

60リットル

－ 34 －



決　算　額

平成３０年度小金井市総合防災訓練（小金井市立東小学校）

　平成３０年１０月１４日、小金井市立東小学校ほか小金井市立小・中学校
１３校及び小金井市障害者福祉センターにおいて総合防災訓練を実施し
た。

　平成３０年度総合防災訓練参加者は、「平成３０年度事務報告書」内事
務実績の「地域安全課」を参照

事業内容及び成果

＜事業内容＞

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

防災訓練に要する経費
　震災対応型訓練の実施により防災意識の高揚と防災行動力の向上を図
る。

千円

9・1・3-2

－ 35 －



決　算　額

2・1・10-1

＜事業成果＞
　合計２３９人（上記事業１：４８人、２：３２人、３：９４人、４：６５人）の参加が
あり、様々な場面で幅広い交流が図られ、市民の国際交流への関心・理
解を深めることができた。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

コミュニティ文化課 ＜事業内容＞

千円

三宅村友好都市交流に
要する経費

　友好都市三宅村の噴火災害の復興支援・交流を行うとともに、民間交流
活動の中心となっている小金井三宅島友好協会に援助する。

  なかよし市民まつり後に、三宅村訪問団懇親会を友好協会と共催で実
施し、市民とともに両自治体の一層の交流を図った。また、多摩・島しょ広
域連携活動助成金を活用し、両自治体の児童を対象に青少年自然・文化
体験交流事業を開催した。

　国際交流事業として、次の４事業を実施する。
１　母語が日本語以外の方々７人が出場して「日本語スピーチコンテス
　ト」を開催する。
２　日本文化への理解と交流を深めるため、外国籍市民を中心に「うどん
　打ち体験会＆懇親会」を開催する。
３　小学校４～６年生と外国籍市民が年齢と国籍を超えて交流する「こど
　も国際交流フットサル大会」を開催する。
４　東京２０２０オリンピック・パラリンピックの開催を見据え、日本を訪れた
　外国人に簡単な英語で道案内等の手助けをする「外国人おもてなし語
　学ボランティア」の育成講座を開催する。

＜事業成果＞

千円

国際交流に要する経費
2・1・10-2

＜事業内容＞

－ 36 －



決　算　額

１　市民団体の活動を補助することにより、文化振興に貢献することができ
　た。補助金の内訳等は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「コミ
　ュニティ文化課」を参照
２　江戸文化体験事業は、はけの森美術館で開催中の第１８回共同巡回
　展の地域連携プログラムとして「江戸写し絵と絵画でめぐる日本の風景
　ちょっと不思議なはけ美の夕べ」を夕暮れの美術館で実施した。「結城
　座」で伝承している「江戸写し絵」について、実演とレクチャーで紹介し
　た上で、写し絵の「種板」を参加者自身が制作し、それぞれの種板を使
　ってストーリー仕立ての上演を行った。
３　小金井市芸術文化振興計画の推進事業については、市民主体のワー
　クショップでは、高齢者のためのはじめての映像制作の会として「映像メ
　モリーちゃんぽんクラブ（愛称：えいちゃんくらぶ）」を立ち上げた。概ね
　７０歳以上のメンバーと、１０歳代～６０歳代のサポートメンバーで映像制
　作についてはじめの一歩から共に学び、触れる・作るを目的とし、映像
　を作ることをきっかけに世代や年齢を超えたコミュニケーションの場を地
　域に開く活動を行った。年度末には、「えいちゃんフェス～たわわな実り
　と種～」を開催し、完成した各々の映像作品を発表した。また、学校連携
　事業では、小学校３校が、アーティストを招いて授業を行った。平成３０
　年度は、小金井市の将来計画である小金井市長期総合計画の策定作
　業と連携し、小金井市立緑小学校４年生、本町小学校６年生、前原小
　学校３年生の児童と活動することを通じて、子どもたちとともに「いま」を
　みつめ、「未来」を共に考えてみることを試みた。

映像メモリーちゃんぽんクラブ

１　市民団体の自発的な文化活動を支援し、活性化を目的に、市文化協
　会、小金井薪能、市民まつり実行委員会、市民まつり実行委員会事務
　局、市民文化祭実行委員会に補助金を交付し支援をする。
２　江戸文化体験事業は、江戸から伝わる伝統文化を広く市民に知って
　もらい、親しんでもらうことを目的として行う。平成３０年度は、はけの森美
　術館とのコラボレーション企画として、美術館にてワークショップを行う。
３　平成２１年４月に施行された小金井市芸術文化振興計画の推進事業
　については、計画の第３期（３年延伸）となり、市民による実施主体が具
　体的な事業の推進を担うという計画のスケジュールに基づき立ち上がっ
　た、特定非営利活動法人アートフル・アクションに事業を委託し、第１
　期、第２期の経過を踏まえた運営を行った。また、次期計画策定を踏ま
　え、現在進行中の推進事業の評価及び検証し、次期振興計画を策定
　するための骨子を検討するため、小金井市芸術文化振興計画評価・
　検討有識者会議を立ち上げ討議を行う。

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

文化振興に要する経費
2・1・10-3

＜事業内容＞

高齢者のための
はじめての映像製作の会

学校連携事業　前原小学校
「未来のタネずかんをつくろう」

－ 37 －



決　算　額

　安定的な貸館運営を行い、自主事業については、芸術文化公演事業を
１４件、市民芸術振興事業を１５件実施した。
　また、市の財産を有効に活用し、新たな財源を確保することにより、当該
施設等の持続可能な管理・運営を行い、これにより市民サービスの向上を
図ることを目的として平成２７年度から命名権（ネーミングライツ）制度を導
入し、平成３０年度に３年間の協定を結んだ。

市民協働提案制度
公開プレゼンテーション審査

芸術文化施策に要する
経費

＜事業内容＞
　小金井 宮地楽器ホールの貸館、自主事業等の安定的な管理運営を行
う。2・1・10-5

こがねい市民活動まつり

千円
＜事業成果＞

１　相談・コーディネート件数が延べ１７９件となり、市民の市民活動・協働
　への関心の高さがうかがわれた。
２　市民協働のあり方等検討委員会からの答申を受け、ＮＰＯ法人派遣研
  修及び協働推進職員研修を行い、市職員の協働意識の向上に寄与し
  た。
３　会場を小金井 宮地楽器ホールに移し、約２，５００人の市民が参加す
　る大きなイベントを開催したことで、市民活動の機運の醸成が図られた。
４　平成３０年度採択事業は１件となった。

　詳細は「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「コミュニティ文化課」
を参照

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

１　市民協働支援センター準備室において、市民活動・市民協働につい
　ての相談、コーディネート等を行う。
２　職員研修としてＮＰＯ法人派遣研修及び協働推進職員研修を実施す
　る。
３　小金井ＮＰＯ法人連絡会、小金井市福祉ＮＰＯ法人連絡会、市民協
　働支援センター準備室、小金井ボランティア・市民活動センターと共催
　で「こがねい市民活動まつり」を開催する。
４　市民協働提案制度により市民活動団体等からの提案で実施する協働
　事業に対して提案型協働事業補助金を支出する。

2・1・10-4

＜事業成果＞

民間非営利団体に要す
る経費

＜事業内容＞

千円
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決　算　額

　今年度は、一般財団法人地域創造からの助成による市町村立美術館活
性化事業第１８回共同巡回展「小杉放菴記念日光美術館所蔵 絵画で国
立公園めぐり―巨匠が描いた日本の自然」に、広島県廿日市市、愛知県
瀬戸市、北海道釧路市とともに参加する。その他企画展「ほとけをえがく、
そしてうつす　台東区所蔵法隆寺金堂・敦煌莫高窟壁画模写展」と、所蔵
作品展２回「没後５０年　中村研一の制作－日常の風景とともに」、旧中村
研一邸主屋及び茶室（花侵庵）国登録有形文化財（建造物）登録を記念
し「すなはち喫茶す―中村研一と日常の『茶』」を行う。また、市立小学校９
校の鑑賞教室、当館学芸員による鑑賞教室事前授業、中学生の職場体
験等も行う。

事業内容及び成果

ギャラリーコンサート
「はけの森に春を奏でる」
　ハープ演奏：吉野直子

市立小学校の鑑賞教室

＜事業成果＞

2・1・10-8

　平成２９・３０年度市町村立美術館活性化事業第１８回共同巡回展に参
加館として参加し、地域交流プログラムとして江戸糸あやつり人形「結城
座」とコラボレーションしたワークショップや、アニメーション背景美術家によ
る風景画のワークショップを開催した。また秋の企画展では、岩絵の具を
作るワークショップも行った。旧中村研一邸主屋及び茶室（花侵庵）が、国
登録有形文化財（建造物）に登録されたことを記念し、開催した３月の所
蔵作品展では、開催日前日にプレ企画として、初めて展示室に作品を
飾った状態でギャラリーコンサートを行った。ハーピスト吉野直子氏による
演奏は大盛況であった。また、東京理科大学の伊藤裕久教授を講師に、
「美術の森」緑地を見学し、旧中村研一邸主屋及び茶室（花侵庵）を見学
するレクチャーツアー「研一さんのお宅訪問」も定員を上回る参加者で盛
況であった。

事　業　名
款・項・目-事業番号

はけの森美術館事業に
要する経費

＜事業内容＞

千円
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決　算　額

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　市制施行６０周年記念事業として、第６４回小金井桜まつりでは記念ス
テージイベント「光と音と映像で贈る小金井エンターテインメント」を実施、
阿波おどりでは記念フラッグの製作等を行った。

第６４回小金井桜まつり

　環境負荷の低減等地球環境保全の仕組みの普及及び安全で安心でき
る環境の整備に寄与することを目的とし、商店会街路装飾灯のＬＥＤ化に
要する経費一部に対し補助を行った。
　対象商店会：蛇の目通り商店会
　既存街路装飾灯１９基を撤去し、ＬＥＤ街路装飾灯２０基を設置
　ＬＥＤ化による電力消費量の節減見込　　導入前　　１６.４７８千kwh
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 導入後　　  ２.７４０千kwh

観光振興に要する経費
7・1・3-1

＜事業内容＞
　市内の観光振興を図るため、小金井市観光まちおこし協会及び阿波お
どり振興協議会の運営費等に対し、補助金を交付する。

千円

＜事業成果＞
　農地の持つ多面的機能を発揮させ、農地の保全を図ることを目的とした
東京都の補助事業「都市農地保全支援プロジェクト」を活用し、市民農園
１園の整備を行った。

ぬくいみなみ市民農園

商工振興に要する経費
7・1・2-1

＜事業内容＞
　商工業の活性化の推進と創造的産業の育成に向けて、商工会・商店会
への補助及び起業家育成支援等を行う。

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

経済課 ＜事業内容＞
市民農園に要する経費 　都市農業振興基本法の基本理念を踏まえ、市民が園芸を通じて土に親

しみ、家族ぐるみで生産の喜びを味わい、また、市民相互の交流を深めて
より豊かな余暇生活の実現に資するため、市民農園の整備を行う。

6・1・4-1

千円

－ 40 －

の一部に対し補助を行った。
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決　算　額

4・1・5-3

8・4・5-5

 １５，０００円 （１件）

　市民ワークショップ及び小金井市緑地保全対策審議会等からの意見を
基に「現在の公園等の総量を維持しつつ、質の向上を図る」ことを基本方
針とし、６つの推進方針を定めた。推進方針では、低未利用公園等の整
理方法、提供公園の基準の見直し、寄附受入要件の検討及び地域や民
間事業者による管理方法の検討等について今後の公園等の在り方を構
築した。

　小金井市に在るべき公園等の方向性や低未利用公園等の課題を整理
し、今後の公園等の運営・維持管理の指針となる小金井市公園等整備基
本方針を策定する。

千円

＜事業成果＞

市民ワークショップ 公園等整備基本方針

千円

＜事業成果＞

都市公園等の維持管理
に要する経費

＜事業内容＞

５，０００，０００円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

環境政策課 ＜事業内容＞
環境対策事務に要する
経費

　住宅用新エネルギー機器等普及促進補助金
　良好な環境を次世代に継承していくため、自然環境の保全や快適な生
活環境を確保する。二酸化炭素の排出削減に効果のある設備を導入する
者に対し、その設置費用の一部を補助することにより、二酸化炭素削減に
向けた行動を促進する。

（４）　太陽熱温水器

２，６６６，０００円  (３０件）
６００，０００円 （１２件）

補助実績
（１）　燃料電池コージェネレーションシステム
（２）　太陽光発電システム
（３）　蓄電システム

（１００件）

－ 41 －



決　算　額

8・4・5-6

１　多目的トイレの設置により、公園利用者の利便性が向上した。
　　クローバーの播種により、公園面積の８割を緑化した。
　（１）　工事費　　　　　　　　１８，１０１，６７０円
２　小長久保公園用地（１８０．４５㎡）を取得した。
　（１）　用地取得費　　　　　８２，４４３，４８５円
　（２）　不動産鑑定手数料       ５９８，３２０円

貫井けやき公園 小長久保公園

＜事業成果＞

都市公園等の整備に要
する経費

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

１　貫井けやき公園整備工事
　　クローバー播種による緑化、多目的トイレ設置、公園灯（ＬＥＤ）新設、
　フェンス設置の工事を行う。
２　小長久保公園用地の一部を取得する。
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4・2・2-1

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

ごみ対策課 ＜事業内容＞
塵芥収集に要する経費 １　可燃、不燃ごみ収集に要する経費

　　一般家庭等から排出される可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を
　行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。
２　粗大ごみ等収集に要する経費
　　一般家庭から排出される粗大ごみの収集運搬を行い、生活環境の保
　全及び公衆衛生の向上を図る。

千円

＜事業成果＞
１　可燃、不燃ごみ収集に要する経費
　　分別された可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を迅速かつ堅実に
　行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与した。

　　平成３０年度可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集量は、「平成３０年度
　事務報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照

２　粗大ごみ等収集に要する経費
　　収集運搬を円滑に行うことで適正な処理が図られ、市民サービスの向
　上に寄与した。

　　平成３０年度粗大ごみの収集量は、「平成３０年度事務報告書」内事務
　実績の「ごみ対策課」を参照

塵芥処理に要する経費 ＜事業内容＞
4・2・2-2 １　市内から発生する廃棄物を適正に処理するとともに、新可燃ごみ処理

　施設の整備・運営事業を推進する。
２　不燃、粗大ごみ、資源物の処理について、施設の老朽化等を考慮し、
　循環型社会の形成に資する施設の再配置を進め、適正処理の維持を
　図る。

千円

＜事業成果＞
１  家庭系可燃ごみについては、多摩地域の地方公共団体の計３団体に
　焼却処理をしていただき、事業系可燃ごみやその他不燃系ごみについ
　ても処分又は再生の実施状況を確認する等、適正な処理を推進した。
　　新可燃ごみ処理施設の設置及び運営等を共同して行うことを目的に
　設立した浅川清流環境組合（構成市：日野市、国分寺市、小金井市）
　では、令和２年度の新可燃ごみ処理施設の本格稼働を目指して、平成
　３０年１２月に新施設のプラント工事を開始し、本市は、組合構成団体と
　して与えられた責任を果たした。

　　平成３０年度廃棄物処理の実績は、「平成３０年度事務報告書」内
　事務実績の「ごみ対策課」を参照

２　清掃関連施設整備基本計画に基づき、清掃関連施設整備事業者選
　定委員会で、本事業の設計・施工を一括で請け負う事業者の選定に向
　けて、発注仕様書及び事業者の選定のための選定基準の作成を進め
　た。
　　また、発注仕様書に２つの施設整備予定地周辺にお住まいの皆様の
　要望等を反映させるため、それぞれ協議等を進めた。
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決　算　額

　

スマートフォン用ごみ分別アプリ オリジナル有償エコバッグ

　生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付、ごみ・リサイクルカレン
ダーやごみ減量啓発チラシの全戸配布、リユース食器の無料貸出し及び
ごみゼロ化推進員との協働による啓発活動のほか、スマートフォン用ごみ
分別アプリを配信し、市民のごみ減量意識の高まりを維持・拡大するととも
に、ごみの減量及び分別の徹底が図られた。また、オリジナルエコバッグ
を販売した。

　平成３０度生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付実績及びごみゼ
ロ化推進員活動状況は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「ごみ
対策課」を参照

＜事業成果＞

中間処理場維持管理に
要する経費

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　都市環境衛生の向上に資するよう、不燃系ごみの適正な処理を推進す
るとともに、近隣住民との良好な協議体制の維持及び施設の維持管理に
努める。

4・2・2-3

＜事業成果＞
　安定した受入れ及び施設の維持管理に努めたことにより、都市環境衛
生の向上、更には、適正処理による最終処分場への埋立ごみを搬出せ
ず、有効資源の再利用化を図った。

　平成３０年度事務状況は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「ご
み対策課」を参照

ごみ減量啓発に要する経
費

＜事業内容＞
　ごみ減量や分別の徹底に向けて、生ごみ減量化処理機器購入費補助
金の交付、啓発ツールの活用及びごみゼロ化推進員との協働による活動
の推進等を行う。

4・2・2-4

千円
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4・2・2-5

事　業　名
款・項・目-事業番号

資源ごみ回収に要する経
費

＜事業内容＞
　資源循環型社会の形成に向け、資源物の分別回収と資源化の推進を
行う。

事業内容及び成果

千円
＜事業成果＞
　資源物の分別回収、生ごみや剪定枝等有機性資源の有効活用、自治
会や子供会等による集団回収の実施等により、循環型社会の形成に向け
て限りある資源の有効活用が図られた。

　平成３０年度資源物回収量及び集団回収の実績は、「平成３０年度事務
報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照
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3・1・1-2

3・1・1-5

円
円
円
円
円
円
円

社会福祉協議会６０周年記念事業補助金
社会福祉協議会緊急福祉貸付事業市貸付金

　地域住民が主体となった組織的運営により、福祉のまちづくりを目指し
て、地域社会における社会福祉活動の調査研究、連絡調整、普及宣伝、
総合的企画促進等を行う。

　生活困窮者、高齢者、心身障がい者、児童、母子等、援助を必要とする
方に対して、民生委員・児童委員が、相談・指導・助言等を行う。

旅費
事業費

ふれあいのまちづくり事業

＜事業内容＞

千円
＜事業成果＞

＜事業成果＞

　市内に６７人の委員を配置し、地域の福祉向上に努めた。

　地域住民の社会福祉への関心を高め、参加を促すとともに、行政の画
一性や限界を補い、きめ細やかな社会福祉サービスの提供のため、調
査、相談、指導、助言等の活動を行い、もって社会福祉の増進に努めた。

　平成３０年度民生委員・児童委員関係の協議会開催状況等について
は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

地域福祉課 ＜事業内容＞
社会福祉委員に要する
経費

　地域の人からの相談を行政につなげることや、調整、指導及び助言等の
活動により、社会福祉の増進に努める。

社会福祉協議会に要す
る経費

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

社会福祉協議会補助金
項　　　　　　目 補　助　金

人件費

要保護者緊急援護費支給事業 円
事務所及び事業実施場所の賃
借に要する経費

円

　小金井市社会福祉協議会職員の人件費及び事業費に対し助成するとと
もに、ボランティアによるまちづくり推進事業及び地域福祉総合推進事業
等に取り組み、永続的・自主的なボランティア活動が地域に根付くための
基盤強化を図った。

緊急福祉資金貸付事業
心身障害者団体補助事業
ボランティア活動推進事業

事務所及び事業実施場所の維
持管理に要する経費

円

合　　　　　　　計 円

３００，０００円
４８６，０００円

民生委員等に要する経
費
3・1・1-3

千円
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3・1・1-14 １　福祉団体補助
千円

２　福祉サービス第三者評価受審費補助

１　福祉団体補助

・　小金井市遺族会 ・　小金井市身体障害者福祉協会
・　小金井市手をつなぐ親の会 ・　小金井市母子寡婦福祉会
・　小金井市視力障害者の会 ・　小金井市聴覚障害者協会
・　のびよう会 ・　小金井市精神障害者家族会
・　小金井地区肝友会 （あじさい会）

２　福祉サービス第三者評価受審費補助

＜事業内容＞

　　社会福祉の増進及び地域活動の発展・育成に資する。

　　小金井市内に事業所がある福祉サービス提供事業者が、東京都福祉
　サービス評価推進機構が認証した評価機関による福祉サービス第三者
　評価を受審した場合に、その受審費の一部を補助する。

　平成３０年度福祉サービス第三者評価受審費補助関係については、
「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業成果＞
　市民から寄せられた苦情等の内容に関して、個々の事情に応じて、説
明・助言、調査・照会、当事者間の調整、他機関への紹介等を行い、相
談事例等の解決に努めた。

　福祉全般を対象とした福祉サービス苦情調整委員制度により、条例に
基づき設置された２人の福祉オンブズマンが、利用者からの苦情等を受
けて、公正な第三者的機関として市や関係者からの事情聴取、調査等
を行う。

　平成３０年度福祉サービス苦情調整委員関係については、「平成３０年
度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業成果＞

　　市内９つの福祉団体に対して、地域活動の発展と育成の見地から補
　助金（１団体、７５，０００円から８０，０００円まで）を交付した。また、宿泊
　を伴う慰安旅行等のバス借上料についても補助金を５団体に交付した。

　　福祉サービス提供事業者が、第三者機関による評価を受け、その評
 価を公表することで、サービスの質の向上を図る。また、福祉サービス利
 用者は受審結果の情報を得ることで、自分に合ったサービスを選択する
  ことができ、利用者本位のサービスの提供が推進された。

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

＜事業内容＞福祉サービス苦情調整委
員に要する経費
3・1・1-7

負担金・補助金
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3・1・1-24

＜事業成果＞
　学習塾などの費用や受験費用を貸し付けることにより、一定所得以下の
世帯の子どもの教育環境を整えることができた。

　平成３０年度低所得者・離職者対策事業の状況については、「平成３０年
度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業内容＞
　避難行動要支援者名簿作成や個別支援プラン作成に向けた取組を実
施するなど、災害時等に支援を必要とする高齢者、障がい者等が必要な
支援を受けられるための体制を整備する。
　また、救急医療災害支援情報キットの配付を行い、高齢者、障がい者等
が救急及び災害時において適切な医療や支援を受けられる環境を整備
する。

　認知症高齢者、知的障がいのある方、精神に障がいのある方、判断能
力に不安のある方等の尊厳と権利を守るため、利用者サポート、専門相
談、成年後見制度利用に関する相談や助成を行う。
　また、成年後見関係機関等との連絡会を開催し、関係機関の連携を行
う。

3・1・1-16

千円

低所得者・離職者対策事
業に要する経費

＜事業内容＞
　学習塾等受講料や高校・大学等の受験料について無利子で貸付けを
行い、一定所得以下の世帯の中学校３年生、高校３年生を支援する。高
校・大学等に入学できた場合、申請することで貸付金の返済が全額免除
される。

3・1・1-19

千円

＜事業成果＞

　権利擁護及び成年後見制度に関する様々なサポートや相談等に対応
し、社会福祉の増進を図った。

　平成３０年度権利擁護センター運営関係については、「平成３０年度
事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　避難行動要支援者名簿を整備し、消防署、警察署、民生委員・児童委
員、自主防災組織等と情報を共有するなど災害に備えた地域の協力体制
づくりの推進を図った。
　また、高齢者及び障がい者等に救急医療災害支援情報キットを給付する
ことにより、救急及び災害時において適切な医療、支援を受けられる環境を
整備した。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

＜事業成果＞

災害時避難行動要支援
者支援事業に要する経
費

千円

福祉サービス総合支援事
業に要する経費
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3・1・1-28

3・3・2-1

3・3・3-1

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

生活困窮者自立相談支
援事業に要する経費

＜事業内容＞

千円

　生活困窮者の自立に向け、包括的かつ継続的な相談支援を行うととも
に、住居確保給付金の支給、家計管理や債務整理に関する支援及び子
どもの学習支援を行う。

＜事業成果＞
　生活困窮者の自立に向けた相談支援を行ったほか、住居確保給付金の
支給による就職活動の支援、家計改善や債務整理に向けた支援及び子
どもの進学支援を行うことができた。

平成３０年度自立相談支援事業、家計相談支援事業、住居確保給付金
及び学習支援事業の状況については、「平成３０年度事務報告書」内事
務実績の「地域福祉課」を参照

地域福祉基金積立金
3・1・9-1

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

地域福祉施策の推進を図るための安定的な財源の確保に資するため、
基金を積み立てる。

　積立元金として１００，５２５，９５０円、積立利子として５４，５００円の地域福
祉基金を積み立てた。

生活保護扶助に要する
経費

＜事業内容＞
　生活困窮のため最低限度の生活を維持できない方々に対し、必要に応
じて生活・住宅・教育・医療・介護・出産・生業・葬祭扶助を行うとともに、自
立のための扶助を行う。

千円

＜事業成果＞
　被保護世帯に対して、最低生活の保障と自立の助長を図ることができた。

平成３０年度生活保護関係の状況については、「平成３０年度事務報告
書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

生活保護法外援護に要
する経費

＜事業内容＞

　平成３０年度生活保護法外援護の状況については、「平成３０年度事務
報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　被保護世帯に対し、入浴券や図書券の給付、就職支度金及び自立促
進事業による自立支援に要する経費の一部の支給等、生活保護法に定
められている以外の援護を行う。

　被保護世帯に対して、生活の安定と自立の助長を図ることができた。

千円

＜事業成果＞

－ 49 －



決　算　額

千円

　イベントを通じて障がいのある方と市民が相互理解を深めること、障がい
者に対する理解と積極的な手助け、配慮を推進し、障がい者への配慮が
社会全体に浸透し、共生・共助社会の実現を推進した。

障害者週間イベント
車椅子バスケット体験の様子

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

自立生活支援課 ＜事業内容＞
障害者週間行事に要す
る経費

　障害者週間実行委員会を結成し、「共に生きるやさしいまち」をテーマ
に、芸術展及び特別講演会などのイベントを実施。
　また、車椅子バスケットボール日本代表強化指定選手の小田島理恵選
手を招き、車椅子バスケットの体験型のイベントを行う。

3・1・1-23

＜事業成果＞
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課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

介護福祉課 ＜事業内容＞
小金井市シルバー人材
センターに要する経費

　働く意欲を持っている高齢者に、その知識、経験、希望に沿った就業機
会を確保するため、就業機会の開拓及び提供、研修等を行う。

3・1・4-8

＜事業成果＞

千円

介護保険利用者負担助
成に要する経費

＜事業内容＞
　介護保険における介護給付及び総合事業の利用者のうち、市民税非課
税世帯の方に対して、訪問介護等の利用者負担額の４０％を助成する。

千円

　平成３０年度の申請等の実績件数は、「平成３０年度事務報告書」内事
務実績の｢介護福祉課」を参照

　健康で働く意欲のある高齢者に就労の機会を提供し、各事業を通じて
地域に貢献することができた。平成３０年度における受託事業の状況は、
受託件数が１０，２０８件で前年度の９９．７％（３３件の減）であった。契約金
額は４５８，７２２千円で前年度の９８．４％（７，４６４千円の減）となった。

　平成３０年度会員状況及び就業状況は、「平成３０年度事務報告書」内
事務実績の｢介護福祉課」を参照

3・1・4-18

認定者数 735 人
助成延べ件数 5,642 件

＜事業成果＞
　低所得者のサービス利用料の負担を緩和することで、負担軽減とサービ
スの利用促進を図ることができた。
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決　算　額

3・1・4-41

3・1・4-42

　認知症や介護に関する内容をわかりやすく掲載することにより、介護に
対する不安の解消や関係機関の周知により相談先を明らかにすることで、
介護負担の軽減につなげることができた。

＜事業成果＞
　介護事業所の慢性的な人材不足の解消及び介護職員の業務負担の軽
減を図ったほか、元気な高齢者の健康づくり及び社会貢献等の生きがい
を創出することができた。

在宅生活支援事業に要
する経費

＜事業内容＞
　主に認知症の方の家族などの介護者に向けて、認知症や介護に関する
情報の掲載や介護経過を書き込むことのできる頁を設けた「認知症の家
族のための介護者手帳」を発行する。

千円

＜事業成果＞

デイサービス元気づくり拠
点化事業に要する経費

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　通所介護事業所に対して、デイサービス認定サブスタッフとして養成さ
れた高齢者を補助職員として受け入れた際の受入費用及び同スタッフ等
の資質向上に係る講座等の費用の一部を補助する。
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決　算　額

4・1・1-13

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

健康課 ＜事業内容＞
両親学級に要する経費
4・1・1-5

　妊婦及びそのパートナーを対象とし、妊娠・出産・育児等についての講
義と実技の指導を行うとともに、初日のカリキュラムを一部見直して父親向
けの健康教室を実施する。

千円

＜事業成果＞
　両親学級たんぽぽクラス（土曜２日間コース）は、定員を従来の３２組から
３６組に拡充すると共に、父親向けの講座を実施することで参加者の増加
につながった。

　平成３０年度両親学級参加者数は、「平成３０年度事務報告書」内事務
実績の｢健康課」を参照

　育児不安の解消を図るため、保健師等に気楽に相談できる場を提供し
育児支援に努めた。また、平成３０年度は実施箇所を保健センターを含む
市内５か所から市内７か所へと拡大し、実施した。結果、昨年と比べて参
加人数は減少したが、広域で事業を実施することができた。

　平成３０年度参加者数は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の｢健
康課」を参照

＜事業成果＞

健康相談及び健康講演
会に要する経費

＜事業内容＞
乳幼児健康相談の実施箇所を拡大し、相談しやすい環境を整える。
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決　算　額

4・1・3-5

胃がん検診に要する経費
4・1・1-15

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　罹患率の高い世代に、胃がん・肺がん・大腸がん・乳がん・子宮がんの
各がん検診の受診勧奨通知を送付するほか、国民健康保険加入者にが
ん検診事業のご案内を送付する。

千円

4・1・1-21

子宮がん検診に要する経
費
4・1・1-16 ＜事業成果＞

千円

乳がん検診に要する経費
4・1・1-17

千円

肺がん検診に要する経費
4・1・1-18

＜事業内容＞

千円

千円

大腸がん検診に要する経
費4・1・1-19

千円

成人歯科健康診査等に
要する経費

＜事業内容＞
　若い世代から歯科健診を受診し高齢期における歯の喪失防止と要因に
なる歯周疾患の予防を心がけ、生涯を通じ自分の歯で過ごすために、健
診年齢を２５歳からに引き下げる。

　平成３０年度各種がん検診受診者数は、「平成３０年度事務報告書」内
事務実績の｢健康課」を参照

　胃がん・肺がん・乳がん・子宮がんの罹患率の高い世代約５９，０００人
（重複あり）に受診勧奨通知・再勧奨通知を送付し、幅広い市民に対し、が
ん検診事業の周知及び受診勧奨を行った。また、大腸がん検診の受診勧
奨及び全てのがん検診のご案内を小金井市特定健康診査受診券に同封
して約１８，０００人に送付し、効果的・効率的な周知・受診勧奨を実施し
た。
　各がん検診の受診者数は、全がんで前年を下回る結果となったが、乳が
ん・子宮がんは２年に１度の受診であり、子宮がんは一昨年を上回る受診
者数となり、乳がんも一昨年と同等程度（一昨年比９８．７％）の受診者数と
なった。

　平成３０年度における申請延べ件数は２９件となり、これまで市民が自己
負担していた接種費用の負担軽減を図ることができた。また、市外での予
防接種の機会を設けたことで、接種の控えを要因とする感染症のまん延を
予防することができた。

　里帰り出産等で、市外で自己負担による子どもの予防接種を受けた場
合の接種費用を助成する。

＜事業成果＞

千円

＜事業成果＞
　従来は、３０歳・３５歳・４０歳・４５歳・５０歳・５５歳・６０歳・６５歳・７０歳・７５
歳・８０歳の方を対象に歯科健康診査を実施していたが、新たに２５歳を対
象に追加し、若年層への歯科健診受診を促した。

　平成３０年度成人歯科健康診査受診者数は、「平成３０年度事務報告
書」内事務実績の｢健康課」を参照

その他予防接種事務に
要する経費
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決　算　額

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

子育て支援課 ＜事業内容＞
児童手当支給に要する
経費

　２０歳未満の障がい児及び父又は母が死亡もしくは障がいの状態とな
り、又は父母が離婚もしくはこれと同様の状態にある１８歳に達した日の属
する年度の末日以前の児童を養育している保護者に対して児童育成手
当を支給する。

3・2・1-2

＜事業成果＞
千円

　中学校修了前（１５歳到達後最初の３月３１日）までの児童を養育してい
る保護者に対して児童手当を支給する。また、児童手当の所得要件に該
当しない保護者に対して特例給付を支給する。

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　児童扶養手当を支給することにより、父又は母と生計を同じくしていない
児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するとともに、児
童の福祉の増進を図った。

平成３０年度児童扶養手当支給状況については、「平成３０年度事務報
告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与する
とともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に寄与した。

　平成３０年度児童手当支給状況については、「平成３０年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

児童育成手当支給に要
する経費
3・2・1-3

千円

＜事業内容＞

　児童育成手当を支給することにより、児童の心身の健やかな成長に寄与
した。

平成３０年度児童育成手当支給状況については、「平成３０年度事務報
告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

児童扶養手当支給に要
する経費

＜事業内容＞
　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育している保護者に対して児童扶養手当を
支給する。

3・2・1-4

千円
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決　算　額

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　平成３０年度小金井市愛育手当支給状況については、「平成３０年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

乳幼児医療費助成事業
に要する経費

＜事業内容＞

　３～５歳児のうち、幼稚園、認可・認証保育園等公的補助のある施設を
除く保育・幼児教育施設又は児童発達センターに在籍している幼児の保
護者に対して愛育手当を支給する。

3・2・1-5

＜事業成果＞

愛育手当支給に要する
経費

＜事業内容＞

千円

　愛育手当を支給することにより、未来を担う幼児の健全な育成に寄与し
た。

3・2・1-6

千円
＜事業成果＞

　６歳到達後最初の３月３１日までの乳幼児を養育している保護者に対し、
乳幼児に係る医療費の一部を助成する。

　乳幼児に係る医療費の一部を助成することにより、乳幼児の保健の向上
と健やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。

　平成３０年度乳幼児医療費助成状況については、「平成３０年度事務報
告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

育児支援ヘルパー派遣
事業に要する経費

＜事業内容＞
　出産後２か月以内で、産婦を介助する方がいない家庭に対して、一定期
間育児支援ヘルパーを派遣する。3・2・1-12

千円
＜事業成果＞
　子育てに関する相談に応じながら、家事・育児の支援を行うことにより、
子育て家庭の負担を軽減し、母体の回復を促進することができた。

　平成３０年度育児支援ヘルパー派遣状況については、「平成３０年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照
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決　算　額

　子どもと家庭の支援に係る総合的な相談、児童虐待防止の取組、子ども
と家庭の支援に携わる関係機関との連携及び調整、親と子が安心して過
ごせる場の提供及び交流、地域の子育てグループ等の活動支援、子育て
ボランティアの育成等、子育て情報の提供等を行うとともに、育児の相互
援助活動を行う会員組織である、ファミリー・サポート・センターも管理して
いる。

3・2・1-13

　保護者が疾病等により、児童を一時的に養育することが困難になった場
合に、保護者に代わり当該児童を施設で短期的に養育（宿泊）する。3・2・1-15

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

子ども家庭支援センター
運営に要する経費

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞
　小学校新１年生の保護者９５４人に対し、子育て応援記念品として、図書
カード２，０００円分を贈呈した。
　移動式赤ちゃん休憩室の貸出件数　９件

子どもショートステイ事業
に要する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞

　平成３０年度子ども家庭支援センター運営状況については、「平成３０年
度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

その他事務に要する経費
3・2・1-14 　子育て支援事業の一環として記念品を贈呈する。

　市内で開催されるイベントに、乳幼児のおむつ交換及び授乳を行うため
の移動式赤ちゃん休憩室を貸し出すことにより、乳幼児を連れた保護者が
安心してイベントに参加できる環境づくりを推進する。

千円

　子どもとその家族が安心して健康に生活できる地域づくりを目指し、子育
てに係る相談業務の充実を図り、要保護児童対策地域協議会を開催して
各関係機関とのネットワークを強めるなど、子ども家庭支援センターの機
能強化を行い、子育て家庭の支援を図った。
　また、ファミリー・サポート・センターについては、多数の会員登録があり、
子育て支援の多様なニーズに応えることができた。

＜事業内容＞

　児童を一時的に養育することが困難になった家庭への支援を行い、児
童福祉の向上に寄与することができた。

　平成３０年度子どもショートステイ利用状況については、「平成３０年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞
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決　算　額

3・2・1-17

養育支援訪問事業に要
する経費

3・2・1-16

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

義務教育就学児医療費
助成事業に要する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞
　児童に係る医療費の一部を助成することにより、児童の保健の向上と健
やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。

＜事業内容＞

　義務教育就学期にある児童を養育している保護者に対し、児童に係る
医療費の一部を助成する。

　平成３０年度義務教育就学児医療費助成状況については、「平成３０年
度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業内容＞
　「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計
画）を着実に推進するため、子ども・子育て会議において意見聴取を行
う。また、令和２年度以降の新計画策定に向けた準備を行う。

のびゆくこどもプラン小金
井推進事業に要する経
費

千円

＜事業成果＞

　養育支援が必要な家庭を訪問して専門相談を行うとともに、育児支援ヘ
ルパーを派遣し、育児、家事援助を行うことにより、適切な養育の実施を
確保する。

3・2・1-18

千円

＜事業成果＞

千円

　「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計
画）の進捗状況について、子ども・子育て会議において点検・評価を行っ
た。また、令和２年度以降の新計画策定に向け、市民の教育・保育・子育
て支援に関する利用状況や今後の利用希望等を把握するため、ニーズ
調査を行った。

　平成３０年度子ども・子育て会議の開催状況については、「平成３０年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　専門的相談や育児、家事の援助を通じて、適切な養育ができるよう促し
た。

　平成３０年度養育支援訪問事業の状況については、「平成３０年度事務
報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照
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決　算　額

3・2・2-1

　平成３０年度ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業利用状況について
は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞

＜事業成果＞

＜事業成果＞

　平成３０年度助産施設入所費用支弁状況については、「平成３０年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

小金井子育て・子育ち支
援ネットワーク協議会助
成に要する経費

　子育て関係機関（施設）及び子育て・子育ち支援活動に取り組む市民活
動団体を構成員とする小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会に対
して、運営に要する経費の補助を行うことで、子育て関係機関（施設）、子
育て・子育ち支援活動団体の相互援助や総合的な情報発信等を支援し、
地域の子育て環境を整え、子どもたちの健やかな成長に資する。

3・2・1-21

千円

　平成３０年度母子生活支援施設入所費用支弁状況については、「平成３
０年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　施設入所により保護した母子家庭の社会適応及び児童の健全育成を
図った。

ひとり親家庭ホームヘル
プサービス事業に要する
経費

＜事業内容＞
　就業・就学等の自立を促進するために必要とする場合又は日常生活を
営むのに著しく支障があるひとり親家庭に対して、一定の期間ホームヘル
パーを派遣し、生活の安定と福祉の向上を図る。3・2・6-1

千円

千円
＜事業成果＞
　ひとり親家庭にホームヘルパーを派遣し、日常生活の支援等必要な
サービスを行い、ひとり親家庭の生活の安定と福祉の増進を図った。

助産施設入所措置に要
する経費

事業内容及び成果

　第５回子育てメッセこがねいや講演会・学習会を開催したことにより、参加
団体も増え、団体間の相互連携も深まった。「放課後を本気（まじ）で考える
プロジェクト」（全５回）では、幅広い市民が参加し、問題意識を共有すること
ができた。

　経済的な理由により、適切な分娩介助等が受けられない妊産婦が安心
して出産できるようになった。

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

＜事業内容＞
　保健上必要であるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受け
ることができない妊産婦に対して、分娩介助、前後の処置及び看護に係る
費用の負担を行う。

母子生活支援施設入所
措置に要する経費

＜事業内容＞
　母子家庭の母が様々な理由により、児童の養育を十分にできない場合、
施設入所により保護し、居室の提供、母子指導員による生活指導を行う。3・2・2-4

千円
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決　算　額

　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育しているひとり親家庭等に対し、医療費の
一部を助成する。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

ひとり親家庭等医療費助
成事業に要する経費

＜事業内容＞

千円

3・2・6-3

＜事業成果＞
　医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の保健の向上に寄
与するとともに、ひとり親家庭等の福祉の増進を図った。

　平成３０年度ひとり親家庭等医療費助成状況については、「平成３０年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照
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決　算　額

　多様なニーズに対応できるよう、認可外保育施設が特色をいかした独自
の取組を行い、保育の需要に応え、児童福祉の増進を図ることができた。
　また、施設職員の処遇改善に係る費用を補助することにより、保育の質
の向上に寄与することができた。

　私立幼稚園等園児保護者補助金等の支弁状況は、｢平成３０年度事務
報告書」内事務実績の｢保育課｣を参照

認可外保育施設助成に
要する経費

＜事業内容＞

3・2・1-24

千円

私立幼稚園補助金に要
する経費

＜事業内容＞
　私立幼稚園に在籍する児童の保護者等に対して補助を行う。

3・2・1-23

千円

　市民の多様なニーズや認可外保育施設独自の取組の支援、施設職員
の処遇改善に係る費用を補助することにより、保育内容の充実及び児童
福祉の増進を図る。

千円
＜事業成果＞
　私立幼稚園等園児保護者補助金等を交付することにより、幼児教育を
受ける児童の保護者の経済的な負担を軽減し、幼児教育の機会の増進を
図ることができた。

　民間保育所運営費等の補助により、保育内容の充実及び児童の処遇改
善に寄与し、保育の需要に応えることができた。また、市民の多様なニー
ズに対応し、保育サービスの向上を図る取組に係る費用を補助することに
より、保育の需要に応え、児童福祉の増進を図ることができた。

　保育所運営費支弁状況は、｢平成３０年度事務報告書」内事務実績の
｢保育課｣を参照

　保育室等保護者助成金を交付することにより、特定保育施設等認可施
設との利用者負担額の差を縮減し、児童の健全な育成に寄与することが
できた。

　保育室等保護者助成金の支弁状況は、｢平成３０年度事務報告書」内事
務実績の｢保育課｣を参照

＜事業成果＞

＜事業成果＞

　保育室、家庭福祉員、認証保育所に在籍する児童の保護者に助成金を
交付する。3・2・1-10

＜事業成果＞

千円

保育室等保護者助成に
要する経費

＜事業内容＞

3・2・1-8

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

保育課 ＜事業内容＞
民間保育所助成に要す
る経費

　民間保育所等に対し補助を行い、保育内容の充実及び児童福祉の増
進を図る。
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決　算　額

3・2・2-2

千円

　子ども・子育て支援法の規定に基づき、特定保育・教育施設、特定地域
型保育施設に入所した乳幼児について、施設における入所に係る費用を
支弁する。

　保育所等が保育従事職員用に借上げた宿舎に係る建物賃借料等に補
助を行うことにより、保育従事職員の人材確保及び離職防止を図ることが
できた。

保育施設開設及び改修
に要する経費
3・2・1-29

千円

＜事業内容＞
　待機児童の解消に向けて、特定保育施設及び小規模保育事業所を新
設又は定員を増員するための改修等に要する経費を補助する。

＜事業成果＞

3・2・1-26

＜事業成果＞

　保育所運営費支弁状況は、｢平成３０年度事務報告書」内事務実績の
｢保育課｣を参照

　保育を受けている児童の処遇向上及び保育所の運営を充実することに
より、児童の健全育成を図ることができた。また、施設職員の賃金改善に
係る取組を充実することにより、人材の確保及び保育の質の向上に寄与
し、児童福祉の増進を図ることができた。
　定期利用保育事業等を実施する民間保育所に事業費の一部を補助す
ることにより、保護者の就労形態に応じた保育サービスを提供することがで
きた。

＜事業内容＞

　保育従事職員用の宿舎の借上げを行う保育所等に対して、建物賃借料
等の費用の一部を補助する。

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

保育従事職員宿舎借上
支援事業に要する経費

＜事業内容＞

千円

民間保育所等運営に要
する経費

　平成３０年７月に１園（定員４８人）の認可保育所への移行、平成３１年４
月に特定保育施設３園（定員１０２人、９０人、４１人）の開設及び１園（定員
４９人）の認可保育所への移行を行った。
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課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

児童青少年課 ＜事業内容＞
児童館維持管理に要す
る経費

　老朽化対策として、緑児童館の空調設備、内装及び建具改修工事を実
施する。

3・2・3-2

学童保育所運営に要す
る経費

＜事業内容＞

3・2・5-2

千円

学童保育所維持管理に
要する経費

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

千円

　老朽化による故障が頻発していた全館空調システムから、省エネエアコ
ンに交換し、館内環境改善を図った。建具及び内装の老朽化に対して補
修と塗装を実施した。

　入所児童数が増加しているあかね学童保育所において、定員を８０人増
やすことを目的とし、新たに（仮称）あかね第４・第５学童保育所を新設する
ため、平成３０年度は設計を実施した。

　学童保育サービスの質の維持、向上を図る。

　平成３０年度から新たにさわらび学童保育所、みなみ学童保育所の２施
設について、運営委託を実施し、安定した学童保育所運営が行われた。

　学童保育所の運営が順調になされるように、施設を整備し維持管理を図
る。3・2・5-1

＜事業成果＞

＜事業成果＞
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決　算　額

都市計画課関係経費

都市計画課関係経費

　平成３０年度は、用地取得には至らなかった。用地取得率は約９８％と
なった。

＜特記事項＞
　基本協定における整備期間
　平成１９年度から令和元年度までの１３か年

　本事業は、平成１９年１０月２６日に東京都と本市で締結した基本協定
書、用地取得委託協定書、設計・調査委託業務等協定書及び工事等委
託業務協定書に基づく東京都からの委託事業である。

8・2・3-3（1）

千円
 　この事業の目的は、主要地方道１５号線（都市計画道路３・４・１４号線）
のＪＲ中央本線の武蔵小金井駅から前原坂上交差点手前までを幅員１６ｍ
延長約２６０ｍ区間の道路拡幅整備を行い、再開発事業及び前原坂上交
差点改良工事と併せて駅前広場や都道交通の円滑化や地域住民の交通
安全及び防災機能の向上を図るものである。

＜事業成果＞

　（都市計画道路３・４・１号線）平成３０年度は、新たに第４工区の都道区
域変更が完了したが、用地取得には至らなかった。用地取得率は約７３％
となった。

＜特記事項＞
　基本協定における整備期間
　平成２９年度から令和８年度までの１０か年

主要地方道１５号線整備
に要する経費

＜事業内容＞
　主要地方道１５号線整備

8・2・3-2（1） 　整備対象は、都市計画道路３・４・３号線及び都市計画道路３・４・１号線
である。

千円
　この事業の目的は、都道１３４号線の前原坂上交差点の東約２０ｍから東
へ幅員１６ｍ、延長約４７５ｍ区間（都市計画道路３・４・３号線）及び東町四
丁目西交差点を中心とした幅員１６ｍ、延長約２５０ｍ区間（都市計画道路
３・４・１号線）の道路拡幅整備を行い、東西交通の円滑化や地域住民の
交通安全及び防災機能の向上を図るものである。

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

都市計画課 ＜事業内容＞
都道１３４号線整備に要
する経費

　都道１３４号線整備（第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業）
　本事業は、平成２９年４月１日に東京都と本市で締結した基本協定書及
び用地取得委託協定書に基づく東京都からの委託事業である。
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都市計画課関係経費

　平成３０年度は、土地開発公社で先行取得した３画地２６２．２５㎡を取得
し、用地取得率は約１１％となった。

　都市計画道路３・４・８号線整備
　当該道路は、東小金井駅の東に位置し、南北に通じる幅員１６ｍの都市
計画道路である。事業区間を２期に分けて整備を進めており、第１期事業
区間は、北大通りから東小金井駅北口土地区画整理事業区域までの延
長約２７２ｍ、第２期事業区間は、東小金井駅北口土地区画整理事業区
域南側から富士見通りまでの延長約１０８ｍである。これを整備することに
より、交通の円滑化や地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

＜事業成果＞

都市計画道路３・４・８号
線整備に要する経費

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

8・4・3-2（1）

千円
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＜事業成果＞
　平成２４年４月に武蔵小金井駅南口第２地区市街地再開発準備組合が
設立され、平成２６年８月には、武蔵小金井駅南口第２地区第一種市街地
再開発事業等に係る都市計画決定・告示を行った。平成２７年８月には、
東京都から組合設立認可の公告が行われ、武蔵小金井駅南口第２地区
市街地再開発組合が発足された。その後、平成２９年１月に東京都から権
利変換計画が認可され、同年７月には施設建築物工事が着工となった。
　今後、令和２年５月の竣工に向けて引き続き支援を行い事業の推進を図
る。

8・4・1-9

　木造住宅の所有者に対し、耐震診断及び耐震改修の実施を推進し、助
成を行った。また、相談窓口の設置、無料簡易耐震診断及び木造住宅耐
震化リーフレットの配布を実施し、耐震改修を促進した。

　平成３０年度耐震診断、耐震改修、耐震相談及び簡易耐震診断件数
は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「まちづくり推進課」を参照

＜事業成果＞

千円

木造住宅耐震助成に要
する経費

＜事業内容＞
　昭和５６年５月３１日以前に着工した木造住宅の耐震診断及び耐震改修
に要する費用の一部を助成する。
　耐震改修相談窓口を設置し、耐震改修を促進する。
　無料簡易耐震診断を実施する。
　木造住宅耐震化リーフレットの配布を実施する。

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

まちづくり推進課 ＜事業内容＞
市街地再開発等の事業
に要する経費

　小金井市市街地再開発事業補助金交付要綱等に基づき、市街地再開
発組合等に対する支援を行う。

8・4・1-6
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事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

道路管理課 ＜事業内容＞
道路新設改良に要する
経費

　生活道路を安全で快適に通行できるよう、道路の維持補修工事等及び
橋りょう長寿命化補修工事等を行う。

道路管理課関係経費
8・2・3-1(1) ＜事業成果＞

千円
　経年等による劣化のため生じる道路舗装面の破損や振動等を防止する
ため、舗装の補修等及び橋りょうの長寿命化補修等を実施した。

　実績については、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

中前橋

　実績については、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

都道１３４号線整備に要
する経費

＜事業内容＞
　都道１３４号線（連雀通り）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地域
住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。道路管理課関係経費

8・2・3-2（2）

千円
＜事業成果＞
　都市計画道路の電線共同溝及び道路照明を整備し、道路機能の充実
を図るとともに、快適な都市環境の整備を図った。

一般都道１３４号恋ヶ窪新田三鷹線（連雀通り）
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千円
8・2・3-3（2）

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

主要地方道１５号線整備
に要する経費

＜事業内容＞
　主要地方道１５号線（小金井街道）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑
化、地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。道路管理課関係経費

＜事業成果＞
　都市計画道路に係る工事等及び電線共同溝に係る整備を実施し、道路
機能の充実を図るとともに、快適な都市環境の整備を図った。

主要地方道１５号府中清瀬線（小金井街道）

　実績については、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

　実績については、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

都市計画道路３・４・１２号
線整備に要する経費

＜事業内容＞
　都市計画道路３・４・１２号線の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地
域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。道路管理課関係経費

8・4・3-1（1）

千円
＜事業成果＞
　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環
境の整備を図った。

小金井都市計画道路３・４・１２号多磨墓地小金井公園線（市道第１２号線）
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決　算　額

　コミュニティバス運行事業は、市内の交通不便地域の解消を目的に、バ
ス事業者と協定を締結し、運行経費を補助することで実施する。

8・1・1-3

＜事業成果＞
１　子どもから高齢者、障がい者等、誰もが利用しやすい日常的な移動手
　段としてバスサービスを実施し、地域の活性化に努めた。

千円

２　平成３０年度より４年間の事業としてコミュニティバス再編事業に着手し
　ており、今年度は人口動向や市内交通現況の整理と併せ、コミュニティ
　バスを含むバスの利用実態や満足度・要望等を把握するため、利用実
　態調査及び市民アンケート調査を実施し、これらの結果から抽出した公
　共交通に関する課題を踏まえ、本事業における基本方針（案）の検討を
　行った。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

交通対策課 ＜事業内容＞
コミュニティバスに要する
経費

　平成３０年度ＣｏＣｏバス運行状況は、「平成３０年度事務報告書」内事務
実績の「交通対策課」を参照

街路灯維持管理に要す
る経費

＜事業内容＞
　市道上における街路灯ＬＥＤ化の実施に伴い、適正な維持管理に努め
る。8・2・5-1

千円

＜事業成果＞
　適正な維持管理を実施することにより、夜間における交通安全及び防犯
機能を保持するとともに、エネルギー消費量及び電気料金の削減を図っ
た。

　平成３０年度街路灯設置及び補修状況は、「平成３０年度事務報告書」
内事務実績の「交通対策課」を参照
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決　算　額

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　街路灯の電気料金を補助することにより、適正な維持管理が行われ、地
域住民の安全に寄与した。

　３団体（町会、自治会等）が市内道路に設置し、所有している街路灯の
電気料金を補助する。8・2・5-2

＜事業成果＞

民有街路灯助成事業に
要する経費

＜事業内容＞

千円

　平成３０年度街路灯電気料金は、「平成３０年度事務報告書」内事務実
績の「交通対策課」を参照

交通安全施設整備に要
する経費

＜事業内容＞
　交通安全を推進していく上で危険と思われる箇所に、道路反射鏡、区画
線、標識等の設置及び維持管理を実施するとともに、総合駐車対策を推
進し、安全・快適な道路環境の創出を図る。

交通対策課関係経費
8・2・6-1（2）

千円

＜事業成果＞
１　交通安全施設の充実を図ることにより交通事故を防止し、市民生活の
　安全に努めた。

区　分 内　　　　容 数　　量
道路反射鏡 新設 3基

区画線等
区画線 1,138.8ｍ
ミストグリップ 91.5㎡
点滅鋲取替 6箇所

自転車対策に要する経
費
8・2・6-3

千円

＜事業成果＞
　自転車駐車場等の適正な管理・運営に努め、また、各放置自転車対策
を講じた結果、放置自転車の削減に寄与した。

２　東小金井駅まちづくり事業用地Ⅰ期分を駐車場用地として取得し、駐
　車場運営を継続したことにより、安全・快適な道路環境の創出に寄与し
　た。

＜事業内容＞
　自転車等駐車場の管理運営、整備等を行う。また、放置自転車対策で
は、自転車等の撤去、保管、監視及び整理を行い、利用秩序を啓発す
る。

－ 71 －



決　算　額

　東小金井駅北口駅前は、周辺の基盤整備がなされないまま一部宅地化
が進んだ状況であり、駅至近の距離には貨物駅跡地等の大規模低未利
用地もあることから、地区特性を踏まえた適正な対応を図る必要がある。
計画的な都市基盤整備や土地の有効利用等を図り、本市の東部地区の
地域中心核としてふさわしい魅力ある市街地環境を創出するため土地区
画整理事業を行う。

8・4・2‐1

努めた。

＜事業成果＞
１　仮換地指定に伴い、建物、工作物等の移転を行った。
２　下水道管等の地下埋設工事や整地、道路築造工事及び駅前交通広
　場整備を行った。
３　まちづくりニュースを発行することによって、地権者及び市民の事業に
関する疑問や不安を軽減し、より一層の事業に対する理解を得るように

　※　今後、関係機関との調整等により変更となる場合がある。
　土地区画整理事業で整備する東小金井駅北口駅前イメージ

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

区画整理課 ＜事業内容＞
土地区画整理事業に要
する経費
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決　算　額

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

庶務課 ＜事業内容＞
学校施設整備に要する
経費

　小金井第一小学校給食用リフト改修工事ほか１４件の改修工事等を行
う。

（単位：円）
小金井第一小学校給食用リフト改修工事
小金井第二小学校プールサイド改修工事

10・2・4-1

工事請負費
＜事業成果＞

小金井第四小学校非構造部材改修工事
東小学校非構造部材改修工事
東小学校運動場バスケットコート撤去工事
緑小学校非構造部材改修工事
緑小学校屋上防水改修工事
緑小学校西昇降口屋根防水等改修工事
南小学校非構造部材改修工事
緑小学校ブロック塀解体撤去工事
小金井第一小学校ブロック塀解体撤去工事
小金井第一小学校フェンス等設置工事
緑小学校フェンス等設置工事
小金井第三小学校遊具撤去新設工事
緑小学校遊具撤去新設工事

合計

小金井市立緑小学校（屋上）
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決　算　額

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　小金井第一中学校プール循環ろ過設備改修工事ほか５件の改修工事
等を行う。

＜事業成果＞

小金井第一中学校プール循環ろ過設備改修工事

10・3・4-1

工事請負費 （単位：円）

学校施設整備に要する
経費

合計

＜事業内容＞

小金井第二中学校トイレ改修工事
東中学校プール循環ろ過設備改修工事

千円

緑中学校非構造部材改修工事

小金井市立小金井第二中学校（トイレ）

南中学校非構造部材改修工事
南中学校プールサイド改修工事
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決　算　額

学務課関係経費

学務課関係経費

10・3・3-3

千円

学校運営に要する経費
10・3・1-2(2)

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

学務課

事業内容及び成果

＜事業内容＞
学校運営に要する経費
10・2・1-2(2)

１　老朽化している、市立小･中学校教員用の校務用パーソナルコンピ
　ュータを更新する。
２　市立小中学校の理科室に、エアコンを設置する。

千円

教育振興に要する経費
10・2・2-1

千円

＜事業内容＞

＜事業成果＞
　小金井第四小学校・東中学校に冷凍冷蔵庫、小金井第二小学校・前原
小学校に食器消毒保管庫を購入し、東中学校・緑中学校・南中学校に強
化磁器食器を購入した。

＜事業成果＞

学校給食に要する経費
10・2・3-3

千円

公立学校理科室（※画像は小金井第二中学校）

１　市立小･中学校及び関連施設（教育相談所、適応指導教室など）に合
　計４８８台のパーソナルコンピュータを導入するなどICT機器の更新を実
　施した。
２　市立小中学校の理科室（各校１室）に長期賃貸借契約でエアコンを設
　置した。

　給食用強化磁器食器、冷凍冷蔵庫、食器消毒保管庫等を購入する。

教育振興に要する経費
10・3・2-1

千円
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決　算　額

10・1・3-2

10・1・3-12

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

指導室 ＜事業内容＞
教員研究指導に要する
経費

１　児童・生徒、保護者や教員を対象とした学校教育相談の一環として、
　専門的知識、経験を有するスクールカウンセラーを各小・中学校に配置
　する。
２　虐待やいじめ・不登校の未然防止及び特別な支援を必要とする児童・
　生徒を取り巻く環境の改善を図るため、スクールソーシャルワーカーを配
　置する。（平成３０年度から非常勤嘱託職員として任用開始）

＜事業成果＞
１　児童・生徒、保護者や教員の相談に応じる体制の充実を図ることがで
　きた。
２　特別な支援を必要とする児童・生徒が置かれた環境への働きかけ、ま
　た、子ども家庭支援センター等関係機関とのネットワークの構築、連携
　をとることができた。

＜事業内容＞
　学習指導要領の改訂に向けて、小学校の外国語授業及び中学校の英
語授業の充実のため外国人英語指導（ＡＬＴ）を活用し、発音・会話等の
教育を効果的に行う。

語学指導に要する経費

千円

＜事業成果＞
　令和２年度の学習指導要領の全面実施に向けて、平成３０年度は外国
語授業について、新たに小学校３・４年生に開始し、５・６年生は授業数を
増やした。授業数のうち、約半分の時数にＡＬＴを配置することで、発音・
会話等の教育を効果的に行い、コミュニケーション能力の向上と国際理解
を推進することができた。
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決　算　額

10・1・3-20

千円

２　東京都道徳教育推進拠点校事業
　　中学校学習指導要領等の一部改正による「特別の教科 道徳」の実施
　に向けて、指導内容等の先行実施を行うなど道徳教育に先進的に取り
　組んで研究・開発等を行う。

＜事業成果＞

３　プログラミング教育推進事業
　　小学校におけるプログラミング教育を推進するに当たり企業と小学校
　との効果的な連携を推進するため、指定校として２年間の実践研究を
　行う。

５　スクール・サポート・スタッフ
　　小金井第二小学校及び前原小学校の２校に配置し、授業準備などの
　事務作業を行うことで、教員の働き方改革として一定の成果が得られた。

４　人権尊重教育推進事業
　　各教科、領域における学習を通じて、子供たちの人権尊重の精神の
　育成に取り組むとともに、教職員の人権感覚を高める研修等に取り組
　んだ。実践を重ねるごとに子供たちが友達との関わり合いの中で、自分
　の良さや友達の良さを理解し、認め合うことがどのようなことなのか、学習
　内容や発達段階に応じて学ぶことができた。

３　プログラミング教育推進事業
　　企業と連携して、専門的な講師によるプログラミング的思考を育むこと
　を目的とした研修等を実施し、教員の指導力向上に向けた取組や、教
　科等の学習内容に即した実践を通して、プログラミング教育の教科化に
　向けて得た成果について研究授業を行った。

＜事業内容＞
１　オリンピック・パラリンピック教育推進事業
　　オリンピック・パラリンピック教育（オリンピック・パラリンピックの精神、ス
　ポーツ、文化、環境、ボランティアマインド、国際理解）を市立小中学校
　で展開することにより、児童・生徒の心身ともに健全な育成を図る。
　　また、アワード校として指定を受けた緑小学校において、日本人として
　の自覚と誇りをテーマに、伝統文化体験等をとおして学びを深める。

２　東京都道徳教育推進拠点校事業
　　講師を招聘して研修を実施、また様々な分野の道徳に関する書籍を
　購入し活用するなど、教員・生徒共に道徳の教科化に向けた取組を行
　った。

事　業　名
款・項・目-事業番号

その他教育指導等に要
する経費

事業内容及び成果

１　オリンピック・パラリンピック教育推進事業
　　オリンピアン等の講演、車いすバスケットボール体験、日本の伝統文化
　体験などを通して、児童・生徒の心身ともに健全な育成を図ることができ
　た。

５　スクール・サポート・スタッフ
　　教員の負担軽減を図り、児童・生徒への指導や教材研究等に注力で
　きる体制を整備するため、授業準備等をサポートする人材を配置する。

４　人権尊重教育推進事業
　　学校や地域における人権教育の推進上の諸課題に系統的、組織的に
　取り組み、様々な人権課題にかかわる差別意識の解消を図るための教
　育を推進する。
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決　算　額

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞指導室関連教育施設に
要する経費
10・1・3-21

事業内容及び成果

３　教育相談所、もくせい教室に関する庁内検討委員会の設置
　　今後の在り方に関する長期的な施策展開に当たっては、今回の検討
　内容や法の主旨を踏まえながら計画的に進めていくことが重要であり、
　第５次基本構想の策定等を踏まえ、適切に検討を進めていくことを確認
　した。また、環境改善については、随時取り組むこととし、長期的な施策
　展開と並行して現状の環境改善を行いながら児童・生徒の教育支援の
　充実を図ることを結論とした。

２　もくせい教室
　　心的要因等により登校できない児童・生徒に対して、実態に応じて、
　個別、集団、訪問の指導形態をとりながら、適切な指導及び援助を行う。

千円

１　教育相談所
　　児童・生徒及び保護者を対象とし、電話・面接等による教育相談を実
　施し、支援を行う。

３　教育相談所、もくせい教室に関する庁内検討委員会の設置
　　義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等
　に関する法律の施行、「もくせい教室」の環境改善を求める陳情書が
　採択された事等を踏まえ、今後の両施設の在り方について検討する。

＜事業成果＞
１　教育相談所
　　平成３０年度相談件数等については、「平成３０年度事務報告書」内事
　務実績の「指導室」を参照
２　もくせい教室
　　平成３０年度実績等については、「平成３０年度事務報告書」内事務実
　績の「指導室」を参照

－ 78 －



決　算　額

10・1・3-23

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

千円

特別支援教育に要する
経費

＜事業内容＞
１　特別支援教育の充実
　　特別支援学級への人員の配置や、教員を対象とした専門研修会を行
　う。また、医師を含む専門家チームによる巡回相談を行う。
２　小学校における特別支援教室の設置
　　在籍校での学習や生活に円滑に参加できるように、コミュニケーション
　の力や社会性を育てていくことを目的として、平成３０年度より「特別支
　援教室」を各校に設置し、拠点校から巡回指導教員が訪問し、個別指
　導計画に基づいた指導を行う。
３　専門性向上事業
　　特別支援学級の専門性向上事業として、都立特別支援学校のセン
　ター的機能により計画的・継続的な支援を受け、特別支援学級の教員
　の専門性を高めるとともに、助言に基づき学習環境の工夫に要する物
　品を購入し、活用する。

＜事業成果＞
１　特別支援教育の充実
　　特別支援教育学習指導員１人、特別支援教育支援員２人を増員し、
　より手厚い指導体制を組むことができた。
２　小学校における特別支援教室の設置
　　拠点校からの巡回方式にしたことで、他校に移動しないので、在籍
　学級の授業をより多く受けることができ、また、在籍校教員と巡回指導
　教員との連携がより一層密になり、効果的な支援を実施できた。
３　専門性向上事業
　　都立小金井特別支援学校による支援により、若手教員や特別支援教
　育の経験が浅い教員の育成を図ることができた。また、物品（大型テレ
　ビ）を購入し学習環境を整えることで、視覚的支援のためのICTの効果
　的な活用が可能となり、個々に応じた充実した学習が実施できた。
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決　算　額

10・1・3-25

　

市制施行６０周年記念事
業に要する経費

＜事業内容＞

千円

１　小金井　School　音楽祭
　　国際ソロプチミスト東京‐小金井と共催で、市内小中学校の一部の学
　校による音楽会を小金井 宮地楽器ホールにて開催する。
２　大好き！わたしたちの小金井　絵画コンクール
　　市内の児童・生徒が自分の住むまち小金井を愛する気持ちを表した
　絵画コンクールを実施し、入賞者の表彰式を、小金井 宮地楽器ホー
　ルにて行う。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞
１　小金井　School　音楽祭
　　参加校：緑小学校合唱団、南小学校合唱クラブ、小金井第一中学
　校吹奏楽部、緑中学校弦楽部、南中学校吹奏楽部
　　保護者、市民などが来場し、日頃の活動の成果を披露することがで
　きた。参加した児童・生徒にとっても市制施行６０周年のイベントに参
　加するという貴重な経験ができた。
２　大好き！わたしたちの小金井　絵画コンクール
　　応募作品数：３４３点
　　市長賞、教育長賞、小学校長賞、中学校長賞　各１人
　　優秀賞　１０人、入選８人
　　これを機に、市の未来を担う小・中学生に対して市制施行６０周年の
　アピールができた。

市長賞 教育長賞

小金井 School 音楽祭
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決　算　額

10･4･1-6

小金井市史

市史編さん活動に要する
経費

＜事業内容＞
　小金井市史編さん大綱に基づき、市史編さん委員会の下、現代・近代・
近世・考古の４つの専門部会ごとに市史刊行に向けた編集作業を行う。

千円

　市史編さん事業の最終年度として、小金井市史資料編　考古・中世及び
小金井市史通史編を刊行した。また、毎年作成している市史編さん資料
集では、第５８編梶野新田梶野家文書（３）を刊行した。

　平成３０年度活動報告の詳細は、「平成３０年度事務報告書」内事務実
績の「生涯学習課」を参照

　青少年のために、科学の魅力が体験できる機会を提供するため、「青少
年のための科学の祭典」を実施する。

＜事業成果＞
　小・中・高・専門学校・大学・研究機関と、地域経済を支える団体との協
働により実施した。わかりやすい実験を通して、身近にある科学の楽しさ、
発見の喜びを青少年に体験してもらった。

交付金 　　　　　500千円

　平成３０年度来場者数、出展ブース数等については、「平成３０年度事務
報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

10･4･1-4

＜事業成果＞

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

生涯学習課 ＜事業内容＞
青少年育成事業に要す
る経費
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決　算　額

10･4･1-10

特別巡回ラジオ体操・みんなの体操会

＜事業成果＞
　修復と共に作成したレプリカを講演会、展示会にて活用し、市民の郷土
に対する関心を喚起し、理解を深める機会を提供することができた。
　①企画展入館者数　６６５人　②記念講演会参加者数　９８人

　６０イニングティーボール大会には１９チーム２７７人の選手に加え、観戦
者等延べ３７９人、小学生ドッヂビー大会には１２チーム１９６人の参加が
あった。また、都立小金井公園たてもの園前広場で実施された特別巡回ラ
ジオ体操・みんなの体操会はNHK第一において生放送もされ、約２，８５０
人の参加があった。
　多くの人々が参加し、スポーツを通じて市制施行６０周年の記念事業とし
て相応しい事業となった。

東京１５０年記念事業　記念講演会

　平成３０年度活動状況の詳細は、「平成３０年度事務報告書」内事務実
績の「生涯学習課」を参照

市制施行６０周年事業に
要する経費

千円

＜事業内容＞
　小金井明治村絵図修復事業（東京１５０年記念事業）を実施。地域で守
り継がれてきた文化遺産である明治時代の村絵図を修復し、後世に残す
とともに、それを活用した講演会、展示会を開催することで、市民が歴史的
な地域の魅力を再発見する機会を提供する。
①企画展示　平成３０年１１月１日（木）～１２月２４日（月）
②記念講演会　平成３１年２月２日（土）
　於：小金井 宮地楽器ホール　小ホール
　また、スポーツに関する分野では、６０イニングティーボール大会、特別
巡回ラジオ体操・みんなの体操会、小学生ドッヂビー大会を実施する。

　平成１９年度から文部科学省及び東京都の補助事業として実施。放課
後子どもプラン事業は、「放課後子ども教室推進事業(放課後子ども教
室)」と「放課後児童健全育成事業(学童保育)」の２事業を一体的あるいは
連携して実施する事業である。「放課後子ども教室」は放課後や週末等に
小学校の校庭・教室などの施設を活用し、地域の方や保護者の参画を得
て、子どもたちが学習・スポーツ・文化活動等を通して地域社会と交流し、
心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進し、安全・安心な子どもの居
場所づくりを実施する。学童保育所と連携しながら事業を進める。

10･4･1-9

＜事業成果＞
ボランティア 有償スタッフ 実施回数 参加者

放課後子どもプラン事業
に要する経費

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

139人 3,980人 879回 33,415人

－ 82 －



決　算　額

10･4･4-5

10・5・1-2

＜事業成果＞
　スポーツ推進委員定例会９回、研修会１２回及びニュースポーツ出前教
室８回を実施。また、「スポーツ推進委員協議会だより」を２回発行した。

　平成３０年度スポーツ推進委員定例会議及び研修会の内容について
は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

少年自然の家　談話室少年自然の家　外観

＜事業成果＞
　小金井市立小学校の林間学校として利用されたほか、青少年の育成に
関する事業として、農業体験、天体観測等も行われた。

　平成３０年度活動状況の詳細は、「平成３０年度事務報告書」内事務実
績の「生涯学習課」を参照

スポーツ推進委員に要す
る経費

＜事業内容＞
１　各種スポーツ教室等の指導、レクリエーション活動等の応援、ニュー
　スポーツの技術を習得、普及する。
２　各研修会に参加することによりスポーツ推進委員の資質の向上を図
　る。

千円

　玉川上水・小金井桜整備活用推進委員会を３回開催。関係機関・市民と
協働で史跡玉川上水及び名勝小金井（サクラ）整備活用を図る。また、市
制６０周年記念事業と位置づけ、名勝小金井（サクラ）にちなんだ絵図４種
のクリアファイルを作成し、販売。

生涯学習課関係経費

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

名勝小金井（サクラ）復活
プロジェクトに要する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞
　名勝小金井（サクラ）の由来と本事業の現況の説明を付したパンフレット
を作成、無償配布することで、本事業の市民への周知を図ることができ
た。有償頒布の名勝小金井（サクラ）クリアファイルの作成により、市民の名
勝小金井（サクラ）への興味、関心を喚起することができた。

少年自然の家維持管理
に要する経費

＜事業内容＞
　少年自然の家（小金井市立清里山荘）は、恵まれた自然環境の中で、心
身ともに健全な少年の育成を図るとともに、市民の保養所として開設され
ている。平成１８年９月から指定管理者制度を導入し運営している。

10・4・5-1

千円
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決　算　額

10・5・1-3

市民体育祭に要する経
費

千円

　スポーツ個人開放校では、市民が気軽にスポーツを楽しめるように市立
小・中学校４校の体育館を開放し、卓球・バドミントン・剣道・柔道の４種目
を指定し、実施した。利用者については、南中テニスコート夜間開放事業
においては利用者が増加したものの、他の利用者が減少し、延べ１６，８７
８人（前年度比１，６３８人減）となった。

　平成３０年度スポーツ開放校利用者数等は、「平成３０年度事務報告書」
内事務実績の「生涯学習課」を参照

　シニアスポーツフェスティバル（１５種目）をはじめ、市民スポーツレクリ
エーションの集い、野川駅伝大会、各種スポーツ教室（１３種目）のほか、
各種大会選手派遣事業（３大会）を実施した。このことにより、小学生から
中高年齢者に至るまで延べ４，４８１人（前年度比３９２人減）の参加があっ
た。
　野川駅伝大会事業の一環として、小学生を対象に、オリンピアンを招い
た「走り方教室」を新規に開催した（１００人）。スポーツの普及啓発と東京２
０２０オリンピック・パラリンピックの気運醸成に繋がった。

　平成３０年度各種スポーツ教室及び大会の参加者数は、「平成３０年度
事務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

スポーツ開放・学校開放
に要する経費

＜事業内容＞
　市内の体育施設等を広く市民に開放し、スポーツを楽しむ場所を提供し
ている。スポーツ個人開放校・一中クラブハウス開放・南中テニスコート夜
間開放事業を実施している。また、平成１６年１１月から総合体育館におい
て学校週五日制対応事業として毎週土曜日に小・中学生を対象とした土
曜スポーツクラブ（スポーツ教室）及びプール無料開放を実施し、さらに平
成１８年１月から栗山公園健康運動センターにおいてもプール無料開放を
実施している。

10・5・1-5

千円

＜事業成果＞
　平成３０年７月から平成３１年３月までの間２８種目延べ６，６８８人の参加
があった。

　市民体育祭の詳細については、「平成３０年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

スポーツ教室・各種大会
に要する経費

＜事業内容＞
　スポーツの普及、健康増進、地域の交流を図ることを目的に各種スポー
ツ教室、各種大会を開催する。10・5・1-4

　市民を対象にスポーツを通じ健康の維持増進を図ることを目的に、ス
ポーツ・レクリエーションを含む２８団体が大会を実施する。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

＜事業成果＞

千円
＜事業成果＞
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決　算　額

10･5･1-8

　学校法人田中育英会　総合学院テクノスカレッジの体育館を平成３０年１
２月から、原則月２日市民に開放した。

　利用日数及び利用人数については「平成３０年度事務報告書」内事務
実績の「生涯学習課」を参照

パラ陸上（車いすレーサー）
体験会の様子

民間体育施設開放に要
する経費
10･5･1-9

千円

＜事業内容＞
　民間体育施設の協力のもと、その施設を市民の利用に供することでス
ポーツ振興を図る。

＜事業成果＞

義足体験会の様子

＜事業成果＞
　（公財）小金井市体育協会は、３７団体を擁し、市民が気軽に参加できる
各種大会を開催し、市のスポーツ振興に大きな役割を果たした。
　ＮＰＯ法人黄金井倶楽部は、地域住民が主体の団体で、市民の生涯ス
ポーツを通じて、各自の健康、体力の維持・向上を図るための事業を行っ
た。

東京２０２０オリンピック・パ
ラリンピック推進に要する
経費

＜事業内容＞
　東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向け、講演会や障がい者スポーツ
の普及啓発を目的とした義足体験会、パラパワーリフティング普及啓発事業
及びパラ陸上競技普及啓発事業を実施する。

千円
＜事業成果＞

負担金・補助金
10・5・1-6 　（公財）小金井市体育協会及び総合型地域スポーツクラブＮＰＯ法人黄

金井倶楽部に対する事業費及び事務費を補助する。
千円

　青少年科学の祭典において、スポーツ科学の講演会及び義足体験会を
実施し、延べ５７５人の参加があった。また、市民まつりにおいてはパラパ
ワーリフティング、パラ陸上（車いすレーサー）及び義足の体験イベントを２
日間実施し、延べ９２１人の参加があった。
　東京２０２０オリンピック・パラリンピックの気運醸成及び障がい者スポーツ
の普及啓発に繋がった。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞
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決　算　額

10・5・2-2

　テニスコート（市内延べ４１，５２６人、市外延べ２，７０８人）の貸出しを
行った。
　また、クラブハウス内のトイレの洋式化及びその他の改修工事を行った。

　テニスコート場を市民のスポーツの使用に供し、活動の場の確保及び環
境の整備を行う。

＜事業成果＞

　総合体育館の各施設を一般開放（個人・団体）及び各種大会に貸出しを
行った（延べ３２２，５０８人）。
　また、指定管理者の自主事業として、「夏祭り」、「健康フェスタ２０１８」、
「煩悩スイム」、「スポーツまつり」等のイベントを行った。
　さらに、施設の老朽化を調査し、修繕が見込まれる箇所の洗い出しを
行った上で計画的に修繕ができるよう設計を行った。

　平成３０年度利用状況は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「生
涯学習課」を参照

　総合グラウンド２面（延べ３７，４１７人）及びテニスコート２面（延べ８，９４７
人）並びに一中テニスコート２面（延べ１，４３２人）の貸出しを行った。
　また、テニスコート２面、一中テニスコート２面について、クレーコートの整
地等の整備やフェンスの一部改修工事を行った。
　
　利用状況については「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「生涯学
習課」を参照

総合体育館維持管理に
要する経費

＜事業内容＞
　総合体育館を市民のスポーツ、レクリエーションの使用に供し、活動の場
の確保及び環境の整備を行う。施設の運営及び管理については、指定管
理者によるものとする。

千円

小金井市総合体育館

小金井市テニスコート場
維持管理に要する経費
10・5・2-3

千円

＜事業内容＞

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

上水公園運動施設等維
持管理に要する経費

＜事業内容＞

千円

　上水公園運動施設等を市民のスポーツ、レクリエーションの使用に供し、
活動の場の確保及び環境の整備を行う。10・5・2-1

＜事業成果＞

－ 86 －



決　算　額

　健康運動センター内の各施設を一般開放（個人・団体）に貸出しを行っ
た（延べ１２１，９２０人）。
　また、指定管理者の自主事業として、「栗山体験フェスタ」等のイベントを
行った。
　さらに、施設の老朽化を調査し、修繕が見込まれる箇所の洗い出しを
行った上で計画的に修繕ができるよう設計を行った。

　平成３０年度利用状況は、「平成３０年度事務報告書」内事務実績の「生
涯学習課」を参照

栗山公園健康運動センター

栗山公園健康運動セン
ター維持管理に要する経
費

　栗山公園健康運動センターを市民のスポーツ等の使用に供し、活動の
確保及び環境の整備を行う。施設の運営及び管理については、指定管理
者によるものとする。10・5・2-4

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

千円

－ 87 －



決　算　額

10・4・1-10

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

図書館 ＜事業内容＞
市制施行６０周年記念事
業に要する経費

　市制施行６０周年記念事業の一環として、平成２年から図書館で行って
いる定点撮影の写真を展示し、市内風景の移り変わりを振り返る。

＜事業成果＞
　写真をパネルに加工し、展示することで、図書館来館者に市内風景の移
り変わりを実感してもらうことができたと同時に、定点撮影事業について
知ってもらうことができた。

展示期間 撮影地点 展示枚数
10/23～11/14（19日間） 6か所 24枚
11/15～12/6（19日間） 5か所 15枚
12/8～12/28（18日間） 7か所 19枚

写真展示の様子

－ 88 －



決　算　額

10・4・3-1

受入冊数 （単位：冊）

蔵　書　数 （単位：冊）

貸出総数 （単位：冊）

登録者数 （単位：人）

千円
＜事業成果＞

　図書館本館階段室内壁等改修工事
　階段室の内壁等の改修工事を行い、来館者により安全・安心に図書館
を利用していただけるようになっただけでなく、内壁の基調を明るい色に
することでより解放的な空間とすることができた。

図書館事業に要する経費 ＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞
１　児童を対象に、おはなし会やおたのしみ会等の行事を通じて、図書
　館に親しんでもらい、本の楽しさ面白さを実感してもらった。インター
　ネットを利用した予約システム、蔵書検索機能等を充実させ、図書館
　サービスの充実を図った。

購　入 寄　贈 合　　計

　利用者に資料等の提供をすることで、調べ物や勉学・教養を高めるなど
生涯学習の支援を行う。また、おはなし会等の行事を行い、子どもが本に
親しむ機会の提供及び本の利用に当たり障がいのある方に対する支援
サービスを行う。

千円

児童書
一般書

一般書 児童書 合　　計

一　　般 児　　童 合　　計

一   般 児　　童 合　　計

※登録者数は、平成２８年度から長期未使用者を除いた人数

２　児童向けおはなし会講座を実施することにより、おはなし会ボランテ
　ィアを育成し、児童サービスの充実を図った。

３　大学図書館との連携を深め、図書館サービスの充実を図った。

４　デイジー図書の作成や、本の宅配サービスを行い、ハンディキャップ
　・サービスの充実を図った。

図書館維持管理に要す
る経費

＜事業内容＞
　市民が利用しやすい図書館運営、建物維持管理を行う。

10・4・3-2

　各種講習会、各種催し、ハンディキャップ・サービス実績数は、
「平成３０年度事務報告書」内の「図書館」を参照

－ 89 －



決　算　額

２６千円

延べ視聴回数　３９，７１３回
延べ視聴時間　７，３２３時間

２６４千円

延べ ２５９，５００部
４，３７７千円 

２　平成３０年度　４回発行
延べ　３５本

２０千円 

　内容を小金井市対面朗読の会の協力によりＣＤ及びデイジーＣＤに吹
　き込み、希望者に無料で配布する。また、ホームページにて音声デー
　タを掲載する。

＜事業成果＞
１　平成３０年度　４回発行（１回はフルカラー印刷）

千円
　会、臨時会の審議内容及び経過等を掲載し、（社）小金井市シルバー
　人材センターに委託し全戸へ配布する。また、ホームページへの掲載
　を行うほか、閲覧用アプリを通じて、スマートフォン等へ配信する。

２　声の議会だより
　　視覚障がい者を対象に、こがねい市議会だより発行の都度、その全

　

議会広報及び会議録に
要する経費

＜事業内容＞
１　こがねい市議会だより

1・1・1-4 　　市民に議会活動の理解と認識を深めていただくために、市議会定例

２　市議会インターネット中継及び録画配信
　　インターネットを活用し、市議会の模様を中継及び録画配信する。

＜事業成果＞
１　日曜議会傍聴者数　４１人

２　期間　平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

1・1・1-3 　　平成３０年第４回定例会で日曜議会（平成３０年１２月２日）を開催し、

千円
　聴覚障がい者を対象に、小金井市登録手話通訳者連絡会の協力によ
　り手話通訳を実施する。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

議会事務局 ＜事業内容＞
議会事務に要する経費 １　議会傍聴者手話通訳

－ 90 －
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